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【はじめに】 

 

2020年４月に新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が発令され、都道府県間の移動を含むさまざ

まな行動制限がかかることとなった「コロナ禍」も 2022年に３年目を迎えた。しかしワクチン接種な

ど、諸々の対策によって 2022年３月のまん延防止等重点措置が解除されて以降は、移動に係る制限は

なくなった。 

筆者の暮らす東京都でも日々外出者数が増える一方で、飲食業なども休日には従前のような活況を

呈している。ここで、統計的にもコロナ禍による人流の変化は終焉を迎えたともいえるようなデータ

が示されているので紹介しておきたい。 

 

【東京圏ではなく、再び東京都集中へ】 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」のデータ分析結果からは、筆者にとっては予想通りの「コロ

ナ禍前の人口移動の復活」という結果となった（図表 1）。なぜ予想通りかというと、コロナ禍におい

て以下のような現象がみられていたからである。 

 

1. 地方の転出超過数の減少は、地方からの感染警戒による転出抑制（マイナス要因の減少）に

よるものであり、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）から多くの人口を引き寄せ

た（プラス要因の増加）ことに起因する現象ではなかった。このため、マイナス要因の原因

であるコロナ禍が緩和されることにより、従前通りの人口移動に戻るであろうことが予想さ

れた。 

 

2. コロナ禍における地方からの人口転出の男女格差（女性が男性より多く減少する現象）はさ

らに強化された。地方における人口転出は主に就職時に発生することから、今回のようにコ
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ロナ禍で経済が不安定になった場合などは、女性の就業場所が地方では限られるなどの弊害

もより明らかになった。 

 

3. 男女の就業場所格差が明らかになる中で、男女の 4年制大学進学率は年々平等化（ほぼ拮抗）

に向かっており、男女平等の教育理念と労働市場の男女偏在のダブルスタンダードがさらに

浮き彫りになっている。 

 

4. 第 16回出生動向基本調査（2021年）の結果から、18歳から 34歳までの若い未婚男女が目指

すライフデザインにおいて、男女共働きで女性が出産育児期にも仕事を辞めない「両立型」

の支持層がさらに増加（男性 39％、女性 34％）しており、今の 50歳代から 60歳代が理想と

した家族ライフデザインとは真逆の結果となっている1。 

 

【図表1】2022年１月から９月合計 転入超過数都道府県ランキング／転入超過エリアのみ（人） 

 

資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より筆者作成 

 

若い人口の流出によって高齢化が進む地方部では、若年層と彼らよりも年長層との間での就労や家

族における役割分業的な価値観の違いが縮まらない限り、女性活躍推進法が適用される大企業の数が

圧倒的に多い東京都へ向かう若年人口の流れを食い止めるのは難しい。統計的に考えるならば、ほぼ

無理であるともいってよい。 

 

コロナ禍前は、年間における人口シャッフル（各エリアの人口純増減を生み出す流出入の差）によ

って人口が増加したエリアの人口純増数の 50～55％程度を東京都が占めていた。さらに東京都のベッ

ドタウンエリアでもある神奈川県、埼玉県、千葉県（東京圏）における純増数を加算すると、人口増

加エリアにおける人口純増数の 8 割から 9 割が東京圏の人口増加であった。ただ、コロナ禍の 2020

 
1 「激変した「ニッポンの理想の家族」－第 16回出生動向基本調査「独身者調査」分析／ニッポンの世代間格差を正確に知

る」2022年 10月 3日 基礎研レポートを参照。 

ランク 全国・都道府県 男女計 占有率 男性 占有率 女性 占有率
女性/男性

（倍）

1 東京都 40,291 38% 16,593 37% 23,698 39% 1.4

2 神奈川県 24,630 23% 11,903 27% 12,727 21% 1.1

3 埼玉県 21,200 20% 10,671 24% 10,529 17% 1.0

4 千葉県 6,908 7% 1,608 4% 5,300 9% 3.3

5 大阪府 5,716 5% 919 2% 4,797 8% 5.2

6 福岡県 4,504 4% 1,559 3% 2,945 5% 1.9

7 滋賀県 1,036 1% 413 1% 623 1% 1.5

8 宮城県 781 1% 139 0% 642 1% 4.6

9 山梨県 457 0% 487 1% -30 - -

10 長野県 344 0% 603 1% -259 - -

105,867 100% 44,895 100% 61,261 100% 1.4

１０エリア合計

（男女、男性）

８エリア合計（女性）

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=72511?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=72511?site=nli
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年と 2021年においては、テレワークの拡大もあり、東京都に隣接する神奈川県、埼玉県へ人口流入が

増加し、「東京圏一極集中」の状況となっていた。 

 

コロナ禍による人流制限が緩和された 2022年も 9月末で既に年間の４分の３の期間が経過した。人

口移動の「天下分け目」月といわれる 3月の移動結果も含まれるため、残る四半期での大きな人口変

動は期待薄である。そのような状況下で東京都が再び人口増加エリアの首位に返り咲き、同期間を通

じて転入超過数も 4万人以上（占有率 38％）となった。2位の神奈川県を 1万 5千人以上、1.6倍も

引き離す独走状態となっている。 

そして相変わらず、未来人口の増加につながる若い女性を中心に男性の 1.4倍となる 2.4万人を東

京都は集めており、女性人口の純増数でみると、2位神奈川県 1.3万人の 1.9倍、3位埼玉県 1.1万人

の 2.3倍、4位千葉県 5.3千人の 4.5倍、5位大阪府 4.8千人の 4.9倍、6位福岡県 2.9千人の 8.0倍

という不動の女性誘致力を誇っている。 

未来の出生数を考えるならば、圧倒的な未来人口の勝ち組、それが東京都であり、そのパワーの源

は「就職期に女性を集める力がダントツである」に尽きる。これについてのエビデンスを最後に紹介

しておきたい。 

 

【エリア人口力は女性の労働市場が握る】 

 

2022年 1月から 9月における東京都の年齢階層別の女性転出入超過人口（社会増減）は以下の通り

である（図表 2）。 

 

【図表2】2022年 1月～9月 東京都における女性人口の社会増減（人） 

 
資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より筆者作成 

 

表からも一目で分かるように、東京都への圧倒的な人口集中は 20歳から 24歳までの女性がメイン

となって生み出されている。また、2 位の 15 歳から 19 歳にあたる専門学校・大学への進学について

順位 年齢ゾーン
東京都

女性転入超過数
寄与率 順位 年齢ゾーン

東京都

女性転入超過数
寄与率

1 20歳～24歳 27,427 116% 11 45歳～49歳 -763 -3%

2 15歳～19歳 6,905 29% 12 5歳～9歳 -995 -4%

3 25歳～29歳 6,847 29% 13 60歳～64歳 -1,045 -4%

4 10歳～14歳 -23 0% 14 50歳～54歳 -1,106 -5%

5 80歳～84歳 -310 -1% 15 55歳～59歳 -1,258 -5%

6 75歳～79歳 -373 -2% 16 40歳～44歳 -1,381 -6%

7 85歳～89歳 -469 -2% 17 30歳～34歳 -2,107 -9%

8 90歳以上 -529 -2% 18 35歳～39歳 -2,581 -11%

9 70歳～74歳 -536 -2% 19 0歳～4歳 -3,325 -14%

10 65歳～69歳 -680 -3% 23,698 100%総数
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は、地方部ではいまだに勘違いがあるように感じるが、ライフデザインの変化により女性も生涯就業

することへの意識が高まるなかでの高等教育機関への進学であり、令和時代の若い女性にとって、も

はや大学や専門学校への進学は「ママの教養向上のための花嫁学校」への進学などではないことを忘

れてはならない。 

17位から 19位は東京都から社会減している女性の年齢ゾーンのメインであるが、30歳代の女性と

乳幼女児である。地方創生における女性誘致でメインに上がることが多い「子育て期のママとその子

どもの地方誘致」2の対象となっている層であるものの、このような対策では、とても地元から失った

独身女性人口を補えないことも併せて確認しておきたい。 

 

筆者が（公財）東北活性化研究センターと実施した調査では、進学先の大学がどこにあっても、自

分たちが望む仕事に就くことができるのか、というのが彼女たちのライフデザインにとっての主たる

決定要因であった。 

女性活躍推進は「女性への配慮」などではない。エリアの存続をかけた、人口戦略の要であること

を、人口動態を研究する立場から何度でも訴えたい。 

 

 

 
2 これまでの地方創生政策において、女性人口の誘致、特にその仕事に主眼を置いた誘致策はほとんど見られなかった。地方

の社会減のメインとなっている女性人口を誘致するための施策としては「子育て世帯誘致」がほとんどの地方において謳わ

れている。しかしこれでは最も人口流出の激しい 20代前半の独身女性の就職による大きな人口減を食い止めることはできな

い。 


